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欧米に おける産学研究交流の実状とわ が国と の 比較
野 瀬 正 照
(平成 8年7月 4日受理)
米 ･ 独 ･ 英 の3 カ国を中心に 欧米の 大学に おける産学研究交流 の実情を調べ , わが国 の 国立大
学における民 間との 産学研究協力体制との 比較を行 っ た. そ の 結果 , 次 の よう な特徴が明ら かに
な っ た｡
1
. 欧米で は共同研究費や 受託研究費等の 金額お よ び使途 に対する大学から の制限は ほと ん どな
く , こ れらの 制限は 主に研究者と委託者の 間の 契約に よる ･｡
2. 欧米で は原則と して , 工業所有権 の取り扱い にお い て は基本的に大学 (と , 場合 に よ っ て は
研 究費の 出資者の 間) で保有で きる シス テ ム にな っ て い る .⊃
3. 欧米 , 特に米国で は工 学分野におけ る基礎研究や 理論研究に対する研究助成が少なく , 研 究
が困難にな っ て い る ｡
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1 は じめに
先日政府が科学技術基本法に 基づ く科学技
術振興策l)を発着したが , 確か に 日本の 科学
技術研究費 に対する 政府予算 の 対GD P比率
で は欧米に比 べ て 低 い ｡ こ れを2000年まで に
欧米並 に引き上 げると い う計画は我々 大学の
研究者に と っ て も大変歓迎すべ き事で ある し,
孜 々 は気持ちを新た にして , わが国の 科学技
術振興の 一 端 を担う べ きで あると思う ｡
しか しながら こ れ だけで 事足りるの で あろ
うか ｡ わが 国全体 にお ける研究開発費の 内,
政府関係予算の 占め る割合が約20% と言わ れ
る2)｡ これ を1.6倍に増や し , 欧米の30- 40%
に 近づ ける計画で ある ｡ しか し, さら に効果
的に わが 国全体の 科学技術を振興 し, 産業を
活性化すj5 た めに は , 大学な どの 公的研究機
関と民間企業との 協力関係が不可欠で ある と
考えられ7D ｡ わが 国の 大学と民間企業との 研
究交流の状況を見ると , これを組織的に実施
して い るの は 一 部の 大学で だけで あり, こ の
点官 ･ 学 ･ 民の 研究交流 体制は 欧米に 比 べ か
なり遅れ て い る と思われ る ｡ 日本の 大学に は
学ぶ物が なく, 単 なる卒業生 (新入社員) の
供給基地程度に しか考えて い な い 日本企 業が
多い と言われ る3)｡ 確か に こ の 間題 に 関 して
は , よ り工業的な研究に あまり目 を向けな い
大学の研究者側 に も責任の 一 端がある ように
総合基礎 グ ル ー プ
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感 じられる が , 企業が大学との研究交流 に魅
力を感 じない 理由の 一 つ に , わが 国の研究交
流制度 における種 々 の 拘束条件が考えられる｡
わが 国の 産学研究交流制度自体に問題が無 い
の で あろ うか ｡ こ の 点 に つ い て , 先般短期在
外研究で 欧米の 大学を訪問した際 に, 聞き取
り調査 した結果をもと に 比較検討 した の で報
告する ｡
2 わが国の国立大学に於ける
受託研究制度
わが 国の 大学と産業界と の研究交流制度に
は い くつ かの 方法があるが , その 主た るもの
は共同研 究制度 , 受託研究制度およ び奨学寄
付金の 3種類 で ある ｡
｢ 共同研究｣ は基本的には民間か ら研究者
と研究費を受け入れて , 教官と民間の 研究者
が対等の 立場で 共通の 課題 に つ い て 共同して
研究を行うと規定されて い る ｡ 研究科 は研究
員 一 人に付き年間 , 412,000円で ある が こ れ
は最低の 金額 で あり, 通常約20 %の オ ー バ ー
ヘ ッ ド(間接経費)
,
を国が受け取り, 残りの
80 %(343,000) が研 究 に係 る直接経費 と し
て 当該教官の 校費となる仕組み である ｡ もし
も謝金 ･ 旅費等が必要な場合や , さら に上 記
の校費でまかなえない消耗品費 ･ 設備備品費 ･
光熱水道料がか かる場合 は これ らを直接経費
と して は別途共同研究者 (企業) か ら納め て
もらわなけれ ばならな い ｡
共同研究の 結果生 じた発明の取り扱 い に つ
い て , 規定で は3つ の ケ ー ス を想定して い る ｡
(1) 教官と民間等の 共同研究員との 共同発明
とみ なす場合 , (2) 教官独自の発明とみなす
場合 , (3) 民間等の 共同研究員の独自の 発明
とみ なす場合で ある ｡ さ らに (1) と (2) の
ケ ー ス に つ い て 教官の発明行為 により生 じる
工 業所有権の帰属を国とする場合と , そう で
な い 場合の2つ に分類 して お り , 規定 はか な
り複雑 で ある が , 通常 は国または教官と , 氏
間との 共有 になる ｡
こ の 共同研究に対し , ｢受託研 究｣ の 場合
は基本的には産業界な どか ら委託を受けて ,
大学の 研究者が実施する研究で , こ れ に要す
る経費を委託者が負担するもの で ある ｡ こ の
場合は金額の 規定はな い が , 直接経費の30 %
の 間接費が上積み される こと, 当該研究によ っ
て生 じた工業所有権 は国または教官の もの と
なり, 委託者に は権利が な い ( 優先的に利用
で きる権利 がある)｡
｢ 奨学寄付金｣ と いう制度は , 一 口 で言え
ば大学または特定の 教官の研究や教育に対 し
個人また は法人がその援助をするとい うもの
で , 寄付者側 にと っ て は税制上 寄付金が損金
扱 い になる以外 に何の 特典もな い が , 受け取
る教官側に は何の 制約もない ｡ 受け取る教官
側と して は大変有り難 い 制度で ある ｡
表1に本学 に於ける過去10年間の 共同研究 ,
受託研究お よ び奨学寄付金の比較を示す ｡ こ
の 表か らも明らか なよう に, 共同研究は本学
でも数例ある が奨学寄付金の 実績 に比 べ 少な
表- 1 高岡短期大学にお ける共同研究と奨学寄付金の 受け入れ状況(件数)
年度
'
86 '87 '88 '89
'
90 '91 '92 '93
'
94 ,95
共 同 研 究 2 2 1 2 2 3 3 2 1 1
受 託 研 究 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
奨学寄付金 5 2 1 1 2 8 10 10 5 7
欧米 に お ける 産学研究交流の 実状 と わ が 国と の 比 較
い の が 実状 で ある ｡ 4年制大学工学系の学部
や研究所 で も実状は似て い るようで , 奨学寄
付金が 共同研究に比 べ はる かに多く, 1993年
度の 文部省の 統計で は外部資金655億円の 内 ,
共同研究が50億 円 (7.7%), 受託研究が96億
円 (14.7 %)t 奨学寄付金が502億円 (76.6 %)
とな っ て い る ｡ 筆者が東北大学の ある研究所
に受託研究員と して 派遣された時も, 派遣元
企業は研究科と して最低 の 金額を納め , あと
は奨学寄付金と言う形 で研究室に寄付 したの
を記憶 して い る ｡ こ の ように 共同研究制度や
受託研究制度がありなが ら何故あまり活用さ
れな い の かを外国との 比較により検討 したい ｡
3 米国の 大学の ケ ー ス
米国で 調査 した大学は い ずれも私立大学 で
あ っ たが , 州立大学 でも大学の 独立性 が重 ん
じられ て い るの で 基本的な考え方は同 じで あ
ると聞 い て い る ｡
カ リ フ ォ ル ニ ア 州にある カ リ フ ォ ル ニ ア工
科大学で は , 2年前 に研究交流 シ ス テ ム を大
幅に 改革 し , 大学 は ｢D istributio n Ce nte r
of Techn ology｣ で ある との 考え の も と に 次
の よう な制度を実施して い る ｡ 民間か らの 受
託研究を直接経費 (研究室当たりの 年間予算
蘇)50,000 ドル 以上 の 場合と50,000ドル 未満
の 場合に金額で 分け, 前者の 場合を公式受託
研究 , 後者の 場合を非公式受託研究と して い
る ｡ 公式受託研究の場合 , 大学側は直接経費
に対 しさら に その58% の オ ー バ ー ヘ ッ ドを企
業側か ら徴収する ｡ 従 っ て , 研究費を支払う
側か ら見る と , 年 間79,000 ドル 以 上 出す場
合に公式研究と言う こ と になりt 企業が 出す
全額の約37% を間接経費と して 大学が徴収す
る こ とに なる ｡ こ の 場合の 企業側の メ リ ッ ト
は , もしも この 研究で 工 業所有権が発生 した
ときに , 企業が その 権利 をある程度確保で き
る ように 大学側と交渉出来る こ とで ある ｡ 権
利の 持ち分は個別の 契約 に依 る の で 不明で あ
る が , 一 般的に は何割かの 所有権ある い は優
109
先実施権などを企業側が とれ る ｡
一 方 , 非公式受託研究の 場合は , 日本の 奨
学寄付金制度と類似 して い る ｡ オ ー バ ー ヘ ッ
ドは無く , 全て 研究室の 直接経費として 使用
され る ｡ しか し, その 結果発生 した工 業所有
権は全て 大学側が握り , 特許申請も大学が行
う ｡ そ して , もし権利により利益が発生した
場合には , 学部の場合 , 大学がその75% , 残
りの25% は教官に支払われ る ｡ 研究を業務の
中心とすj
'
D研究所の 場合 は教官の 取り分は50
% となる ｡ こ の ような非公式受託研究の場合,
経費を支払 っ た企業には公式の権利はない が,
代 わりに工 業所有権が発生した場合 に は優先
実施権を確保出来る よう に , 大学側 と交渉す
る ことが 出来る ｡
こ こ で特徴的なの は , 日本と違 っ て研究室
の 直接経費と して 支払 われた研究費の使途を
大学側が細かく指定 しな い こ とで ある ｡ もち
ろ ん 各項 目毎の 基準 (例えば ア シ ス タ ン トの
最低賃金な ど) はある が , す べ て , 研究者側
と企業の 契約によ り取り決め られ る ｡ 一 般的
に は , こ こ からそ の研究に 従事するア シ ス タ
ン トや学生に 支払う人件費, 研究を請け負 っ
た教官の 給与の 一 部, 材料費 , 設備費, 旅費
等に充て られる ｡ なお , 教官の 給与は年間9
カ月分の み大学側か ら支払われ , こ の よう な
受託研究を政府の研究プ ロ ジ ェ ク ト若しくは
民間企業から取 っ て 来な い と残 り3カ 月分の
給与がもらえな い ば かりで なく , 研究の ア シ
ス タ ン トも雇えな い 仕組み に な っ て い るの が
一 般的で ある ｡
彼ら は , か なり実用的な研究を進めて おり,
バ ル ク状で もア モ ル フ ァ ス 化する合金を開発
し , そ の物性に 関する研究を進め る 一 方, 企
業化 にも熱心で 来年に は日本の ス ポ ー ツ用品
メ ー カ ー か らア モ ル フ ァ ス の ゴル フ ク ラ ブが
発売さ れる予定 との こと で あ っ た ｡
ノ ー ス ウ エ ス タ ン 大学工 学部の 例を見て み
よう ｡ こちらで は , 民間との 受託研究 を契約
と寄付に 分けて お り, わが国の 国立大学に お
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ける制度と類似点がある ｡ 前者の場合 , キ ャ
ン パ ス 内で行う受託研究 で は企業が支払う直
接経費の 約50 %, キ ャ ン パ ス 外 で行う受託研
究で は約25%の オ ー バ ー ヘ ッ ドが大学に徴収
さ れる ｡ すなわち , 企業 (研究委託者) が出
す全額の約33 %(キ ャ ン パ ス 外の場合約20%)
を間接経費と して 大学 が徴収することになり,
残りが研究室直接経費と して研 究室に支払わ
れ る ｡ また研究指導も同様で , キ ャ ン パ ス 内
で 実施される場合は直接指導料の約50 %, キ ャ
ン パ ス外 で の 実施 には約25 %の オ ー バ ー ヘ ッ
ドが徴収さ れる ｡ こ こ で も直接経費の 使途は
大学側から指定される の で はなく , 研究を委
託 した側と請け負 っ た教官との 話 し合 い で 決
定され る o それ らは契約書 に 明示 され るが ,
予算の 内 , 例えば教官の給与 ･ 旅費等の 教官
に と っ て 自由度の 高 い (逆 に言えば研究に対
して 直接性の 低 い) 部分を材料費 ･ ア ル バ イ
トの 学生に支払う賃金等の より直接的な経費
に変更する こと は可能で ある . 逆の 変更はよ
ほ どの理由が無 い 限り契約者側が異議を唱え
る可能性が ある ｡
工 業所有権が生 じた場合 の帰属はや はり契
約に依存するの で 一 概 には言えな い が , 通常
は大学と企業側の 権利割合が契約書に明示さ
れ る ｡ また通常 , 教官側は3 - 6カ月 に1度は
レ ポ ー トを企業側に 出す こと が契約で 義務 づ
けられる こと が多く , 教官に と っ て も決して
楽な仕事で はな い よう である ｡
一 方 , 寄付の 場合 , 大学と企業間の 契約書
が無く t 表だ っ た義務は無 い し, お金の 使途
も自由で ある ｡ 大学が取 るオ ー バ ー ヘ ッ ドも
約10 % と低 い ｡ ただ し , こ の場合 , その教官
が行 っ た発明に対 して 工業所有権は全て大学
側が所有する こと にな る ｡ も しこ の発明で 大
学に利益が入ると , 教官に 対 して , 個人 的な
利益と して 受け取 る場合に は その20 %, 自分
の研 究費と して大学の 口座 に受け入れる場合
はそ の50 % が支給 され る仕組み にな っ て い る ｡
さ らに , 研究室の研究 費を どれ だ け稼 い だ
かが教官の評価 につ ながり, 毎年の給与の ア ッ
プに直接響くの で研究費と して 受け取 っ て も
給与 に い ずれ跳ね返 っ て く る仕組み にな っ て
い る ｡
こ の ような米国の 制度にも問題点がある ｡
競争原理が強く働くため に永久教授 *1と い え
ども毎年予算獲得 の ため に必死に働くの で研
究成果が上 が る し, 中には稼 い だお金を基に
自ら企業を設立する教授が い る反面, 工 業的
な実用性から禿離 した基礎研究や理論的研究
を行 っ て い る教授 は, その 分野で極め て 有名
で あ っ て も何年も研究費が ゼ ロ と いう事態が
近年続 い て おり, バ ラ ン ス の とれ た科学技術
の発展を考える と深刻な問題と言えよう ｡
4 欧州の 大学の ケ ー ス
4. 1 スペ イ ン
ス ペ イ ン で は大学は全て 国立大学で あり ,
社会民主党が長 い 間政権をと っ て い た こ とも
あ っ て 政府予算は比較的多い ようで ある ｡ 研
究予算は大きく分ける と , ス ペ イ ン 政府 , E
Uおよ び民間企業からの 3 つ の ル ー トがある ｡
政府か らの 予算 は通常 , プロ ジ ェ ク ト1件あ
たり1200万ペ セ タ/3年程度で あるが , 年 々
減少 して い る ｡ E Uか ら の 予算獲 得は 後 で 述
べ るように大変難し い が , 重要性 は年 々 増大
して おり , 1件当たり2500万ペ セ タ/3年程
度と規模が大き い ｡ 企業からの 受託研究はス
ペ イ ンの 産業が遅れ て い るせ い もあ っ て 比重
は小さ い が , 通常1件当たり500万 ペ セ タ以下
が多い ｡ こ の 場合教官がそ の研究で 発明した
権利 は全て 出資した企業の もの になる との こ
とで ある ｡ 大学がとる オ ー バ ー ヘ ッ ドは15-
200/o で あり , 研究室の 経費と して 使う限りそ
の 使途は自由で あり , 制限を受けな い ｡
4. 2 ドイ ツ
ドイ ツ の 大学は全て 州立 大学で あり, 通常
の 一 般研究費は僅か で , 事務用品等 の最低限
の 必要経費に消えるとの ことである ｡ したが っ
欧米 にお ける 産学研究交流 の 実状 と わ が 国と の 比 較
て , 彼らも外部か ら研究費を調達 して こ なく
て はなら な い ｡ 一 番大きな予算源と して は ,
政府 と産業界が 出資して い る各種の 基金 - の
応募が主体で , 日本で言えば科学技術研究費
補助金に相当するが , これ が完全な政府予算
で はなく産業界が 一 枚噛んで い ると こ ろが 日
本と異なる点で ある ｡ 一 般に は業界団体が共
通の 利益 の ため に 出資 して おり , 政府と は独
立 した組織 (い わゆ る第三 セ ク タ ー ) が審査
と研究資金の提供を行う｡ しかし, その 内容 ･
制度は 日本の 科研費と類似 して おり , こ こ で
取り上 げて い る産学研究交流とは趣が異なる
と考えられる ｡
2番目はEU か らの 研究費 で ある ｡ ドイ ツ
に限らず , E U参加諸国で は , 近年はE U か ら
の 研究予算割合が増加 して い るが , これ に は
厳 しい 条件が ある ｡ まず (1) EU内 の3カ 国
以上 の 大学 . 研究機関 ･ 民間企業等が共同し
て行う研究で ある こと ｡ (2) 必ず1社以上 の
民間企業が参加 して い る こ とが最低条件と し
て 挙げられ る ｡ したが っ て , 具体的な産業界
にお ける ニ ー ズを研究目的と して , し か も3
国間にまた がる ような学問的にも レ ベ ル の 高
い研究テ ー マ を挙げな い と予算の獲得は難し
い ｡ なお余談 で ある が , ス ペ イ ン の 大学が こ
の 予算を重要視して い る件に付き , ドイ ツ の
教授は ｢ス ペ イ ン や イ タ リ ア にと っ て はEU
か らの 予算が重要 なの は当然 で ある ｡ なぜ な
ら , こ の 予算は3カ 国以上 に また が る共 同研
究で な ければ ならな い た め当然彼 らに声が か
かり , 彼ら は英仏独の 三 カ 国に つ い て くるだ
けで 良 い の だか ら｣ と噸笑気味に 話して い た
の が印象的で あっ た ｡
3番目が民間企業か らの 受託研究や共同研
究で ある ｡ 訪問したある大学で は人体用チ タ
ン 製人工骨の リ ン ゲル 液中で の 疲労特性を調
べ て い たが , これ はス イス のある医療器具メ ー
カ ー か らの 受託研究と の こと で あ っ た ｡ 一 般
に民間から の受託研究は実用的な研究が多く,
ア カ デ ミ ッ ク なテ ー マ に なりに く い の で学生
milil
に博士号を取らせ るような目的に は不向きな
こ とが多い と いう問題を抱えて い る｡ しか し,
東西 ドイ ツ の統 一 後 に旧東 ドイ ツ - の 政府投
資が増加 したの と裏腹 に , 財政難もあ っ て 大
学 へ の 経費削減が続 い て い る ため , 企業か ら
の研究費は年々 重要性を増 して い る ｡ ある民
間企業か ら大学に最近移籍 した教授は , 民間
から の研究費を研究室予算の半分くら い に持 っ
て い きた い との 意向を示 して い た ｡ 他の 教授
はそれ に対 して 冷やや かな見方をして い たが,
一 般的には民間企業か らの 研究費が占め る割
合はまだ11〕-20 %程度で ある よう だ ｡ こ れ ら
の 外部か らの 研究費から概 ね15 - 20% の オ ー
バ ー ヘ ッ ドが間接経費と して取 られ , 残りが
研究室の 直接経費になるが , 日本と決定的に
異なるの は オ ー バ ー ヘ ッ ドを取るの は国や州
で は なく , 大学で あると い う点で ある ｡
カ イザ ー ス ラウ テ ル ン 大学工学部機械工学
科材料工学講座の 場合, ドイ ツ の 他の工 学部
と同様 , 助教授や講師は存在せず , 教授 一 人
に対 しア シス タ ン トが 8名おり , そ の 内ポ ス
ト ドク タ - が2名 , 残り は ドク タ ー 取得予定
者 (学部卒業者) が ア シ ス タ ン トを兼ねて い
る ｡ 彼らの 約半数は大学に 雇われ , 残りは外
部か らの研究予算で 講座 によ っ て 雇用さ れて
い る との 話で あ っ た ｡ 大学 に雇用されて い る
ア シ ス タ ン トで も 5年の任期が切れ ると再雇
用の 可能性は ほとん どなく, 通常は他大学か
民間企業に転職しなければならず, 同じ大学
に留まる こ と は許されな い ｡ 研究予算で雇用
され て い るア シ ス タ ントも同様 に任期 は最大
で5年で あ;S が, それ に対 して , 一 つ の 研 究
プロ ジ ェ ク トは通常期限が 3年 で あるた め ,
彼らを 5年間雇うた めに は 2 つ 以上 の 予算を
獲得する必要がある ｡ 教授 は予算を次々 と獲
得して こ な い とア シ ス タ ン トの 雇用すら出来
な い の で ある ｡ 契約書 に使途 を明示する必要
が ある研究 プロ ジ ェ ク トで は , こ の ような ア
シ ス タ ン トの 給与や , 設備費, 材料費な どを
協議の 上契約書に 記載する が , そ の 必要の な
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い もの はもちろ んの 事, これ らの 受託研究費
の 使途を大学側か ら制限され る こ とはなく,
通常の 直接経費の 範囲内で 教授に任され る ｡
工 業所有権 は基 にな っ た研究 プロ ジ ェ ク ト
や契約 に よ っ て 出資側の 権利や優遇措置は変
わ るが , 大学が行 っ た研究の 成果か ら生じた
工 業所有権は基本的に大学の 所有となる ｡ し
かも彼ら は極め て優 れた ワ ー ク シ ョ ッ プ (工
作セ ン タ ー ) を持 っ て い る の で , 民間企 業か
らの 要請が あれ ば教官が開発 した実験装置を
内製し , こ の装置の 販売と技術指導を行う こ
ともある ｡
また ブ レ ー メ ン 大学にある材料研究所は約
1 50人の 職員を抱える研究所 で ある が , もと
もと州政府 と産業界が折半 で 出資し , 設立 し
た研究所で あるの で , 産業界か らの 受託研究
を多く行 っ て い る ｡ 予算制度や雇用制度は既
に述べ た ドイ ツ の 他大学と同様で あるが , こ
こ で はア カ デ ミ ッ クな研究よりも新技術の 研
究開発が重要視 され , 技術の 民間 - の 移転を
大きな柱 に して い る ｡ 例えば夏で も腐ら な い
切削液の研究 , 熱処理中の 材料の 変化をin-si
tu で 調べ る セ ン サ ー の 開発な どア カ デ ミ ズ ム
とは若干東経 した 開発研究で も研究者は評価
さ れる ｡
4. 3 イ ギリス
サ ッ チ ャ ー 首相の 登場以降1980年頃か らイ
ギリ ス の 大学は様変わりした ｡ 従来の 制度で
は ア カ デ ミ ッ ク な研究だ けで 運営 できた大学
ち, 現在 で は様々 な研究プロ ジ ェ ク トや受託
研究な どの 予算を獲得 しな い と運営 で きな い
時代 とな っ て い る ｡ 訪問した ノ ソ テ ィ ン ガム
大学材料科学科 で は - 学科 に 通常2名 の 教授
がおり , そ の 下 に4名の リ ー ダ ー (準リ ー ダ ー
も含 む), 講師8名 , ア シ ス タ ン ト18名, 技能
者14名を有するが , ア シ ス タ ン トを除い て 全
て 大学が雇用し , ア シ ス タ ン トは学科が雇用
して い る ｡ イ ギリ ス で は非常 に少 な い 例外 を
除 い て 大学は全て 州立 で あるが , 教官は州政
府で はなく大学 に雇わ れるの が特徴で ある ｡
したが っ て ある学科が大学 にと っ て不要とみ
なされる と学科が つ ぶ さ れて 全員解雇さ れる
こ ともあり得るとの 詰もあ っ た ｡
ドイ ツ と同様に , 一 般予算は極めて少なく,
研 究を遂行 す る た め に は 通産 省 (Depa rt-
m e nt of Tr ade a nd lndu stry) 等の 特 別予
乳 B BSRC( Biotechnology & Biologic al
Scienc es Re se a r ch Co u n cil), E PS R C(
Engin e e rlng a nd P hysIC al Scie n c es
Res e a r ch Co uncil) 等の各種 の協議会 , E U
か らの プ ロ ジ ェ ク ト予算 , 民間企業等か ら の
受託研究費等を獲得 して い る ｡ 教官は勤務時
間の20 %まで は自由に使う こ とが認め られて
い るの で , 企業 に 出か けて研究指導や共同研
究を行う こと がで きる ｡ 学科 に2 - 3 人 しか
い な い 教授の 大きな仕事 の 一 つ は こう い っ た
資金集め と い っ て も過言で はなく , 大変忙し
い 様子で あ っ た ｡ Il.
こうして獲得した上記研究費の約10 % がオー
バ ー ヘ ッ ドと して 大学に徴収され るが , 残り
の 直接経費の 中か ら ア シ ス タ ン トが雇われ ,
そ の 他の 詳細な使途は学科 に任 される ｡ 要す
る に 結果だ けが求められ , プ ロ セ ス に 関して
は細か い 制約は な い の で ある ｡
こ の ような こと から当学科で は , 研究内容
に関 して 純粋な基礎研究は極めて 少なくなり,
産業界の ニ ー ズ に基づ い た研究が主流である ｡
例えばD LC(D ia m o nd L ike Ca rbon)膜 の 研
究もただ単に ｢膜が硬 い か ら何か に使える の
で はな い か｣ と言う シ ー ズ か らの 発想だけで
研究が行 われる の で はなく , 人工心臓弁の 保
護膜 と して D L Cが生 体反応 の 観点 か ら適 し
て い る との 医療器械 メ ー カ ー か らの ニ ー ズ に
基づ い て行 われて い た ｡ またEUか らの 研究
プロ ジ ェ ク トの 成功例 と して , ラ ジア ル タイ
ヤ の ス チ ー ル コ ー ドの 表面処理 に関する研究
があげられる ｡ , ZnCoと い う実用的に も優 れ
た メ ッ キ膜の 開発を行う と同時に , その 膜の
構造解析か ら ゴム との 密着性向上 の メ カ ニ ズ
欧米 にお ける 産学研究交流の 実状と わが 国と の 比較
ム をも明らかにするな どア カ デ ミ ッ クな面で
も優 れた業績を残 して い る ｡
工業所有権 に関 して は , ドイ ツ の 場合と同
樵 , 基に な っ た研究プロ ジ ェ ク トや契約によ っ
て 出資側の 権利や優遇措置が変わるが , 日本
と違 っ て , 教官や 国ある い は州が工 業所有権
を保有する こと はなく , 大学自体が権利を持
つ こ とが多く , 特別の 出資等に よ ら な い研究
の 成果か ら生 じた権利は基本的に大学の所有
と なる ｡ 例 えば , M R I(核磁気共鳴診 断装
置) を発明 した の は ノ ソ テ ィ ン ガム 大学理学
部に在職中の ある教授で , こ の 工業所有権は
当大学 に ある た め , 日 本や 米国の M R I メー
カ ー から の多額の 特許実施料が大学に入 っ て
い る ｡ そ こ で ノ ッ テ ィ ン ガム 大学は こ の 教授
に 報 い る ため に研究セ ン タ ー を特別に 設立 し
た との こ とで ある ｡ しか し , こ の ような例は
まれで , 大学全体 と して は特許料収入を今の
2倍に した い と教官に ハ ツ パ をかけて い るの
が実状 で ある ｡
5 わが 国と諸外国の比較と今後の 展望
以上 の 聞き取り調査の 結果をまとめると表-
2 のように なる ｡ そ れぞ れ国によ っ て 大学の
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制度が異なる の で 単純な比較は 出来な い が ,
産業界 との研究交流に対 して 日本と欧米との
明らかな相違点が何点か見 られ る ｡ まず 第1
にわが 国で は既 に述べ た よう に奨学寄付金の
割合が圧倒的に 大き い の に対 し , 欧米で は受
託研究が大きなウ エ ー トを占め て い る こと ｡
第 2 に, 日本で は共同研究費や受託研究費の
使途が 国か ら細かく制限をうけるの に対して ,
欧米 で はほと ん ど契約書に だ け制限さ れる こ
と . 第3 に工業所有権が発生 したときの 権利
の所属の 違い で ある ｡
これ には次の ような理由が考えられる .
欧米で は大学関係政府予算の 削減と大学の
自主独立が進め られて い るため , 大学も教官
も研究費の 獲得 に熱心で ある こと , また契約
社会で ある ため委託者側も受託者側も権利と
義務を明確 に する傾向が 強い ことが挙げられ
る ｡ 一 方, わが 国で は民間か らの 予算獲得に
奔走しなくて もまだ何とか研究は で きる状況
に ある こと , 契約 シス テ ム が あまり定着して
い な い こと や各種の 制限が双方 に好まれ て い
ない 点な どが考えられ る ｡ すなわち , 受託研
究の 委託者側か ら見る と , 資金を提供 して も
優遇措置はあるもの の , 一 般的に はそこ で 発
表- 2 各国の研 究交流制度の 比較
ア メ リ カ合衆国 ド イ ツ イギ リス 日 本
大 学 の 設 立 母 体 私立(または州) 州 州
n
国
(私立のケ ー スは除()
産学 研 究 交 流 の 形 態
･ 受託研究
･ 寄付
･ 受託研究 o 受託研究 ･ 奨学寄付金が
中心
受託研究費 . 共同研究費
の 間 接 経 費 取 得 者
大 学 大 学 大 学 大 学
受託研 究の 場合 の 直接
経 費 の 使 途 に 対 す る
制 限
･ 大学からの 制 ･ 固から制限無し o 国から制限無し ･ 国から の細か
限は横 い (大学からの制限は緩い) (大学からの制限は掛､) い 制限がある
･ 契約書 によ つ o 契約書に よ つ ･ 契約書 によ つ ･ 契約書からも
て 制限 て 制限 て 制限 制限
工 業 所 有 権 の 取 得 者
(民間側が取得できる権利を除()
大 学 大 学 大 学 固また は教官
114 野 瀬 正 照
生した特許の 権利を取得 できな い規定にな っ
て お り, メ リ ッ トが少な い ｡ 一 方受託側の 教
官に と っ て は , 間接費 (オ ー バ ー ヘ ッ ド) の
な い 奨学寄付金の形 で受け取る場合 に比べ ,
受託研究費で は間接費の 分だけ直接研究費が
結果的に減る こ とに なり, さ ら に使途も制限
され使 い づ ら い の で , あまり歓迎 しない の で
ある ｡ さら に , もともとわが 国で は民間企業
は大学 に それ ほ ど多くを期待 し て お らず ,
｢ 何か面白 い 結果が 出た ら｣ と い う 一 種 の 保
険の ような感覚 で研究資金を提供する傾向が
あり, 教官との 個人的なつ なが りを保 つ ため
で あれ ば受託研究と い っ た堅苦し い 方法を取
る必 要が無 い こ とも受託研究の 少 な い 原因の
1 つ と考えられ る ｡
で は , こ の ような特許権の 取り扱 い の 違 い
が何故あるの だろうか ｡ 現在の わが国の 特許
法の 規定で は発明は自然人の みに限るとされ ,
法人は発明者 とさ れ な い 4) (第29条1項) と
いう条項 と昭和51年の 学術審議会の 答申か ら
｢大学教官の発明は研究生活を通 じて 得 られ
た個人的な知的生産または英知の ひらめ き｣
で ある と し, 基本的に個人に帰属する 旨が認
められ て い る こと の 2点が挙げられ る ｡ しか
し , 個人の 権利を最も重視する欧米で すら ,
調査 した大学全て に お い て教官の 発明の 所有
権 は基本的に大学が有する規定にな っ て い る ｡
こ れは米国の 私立大学はもとよ り, 独 ･ 英の
大学 (州立) で も大学の 経済的独立性が高く
求められ て い るの で , 大学が研究か ら得た成
果を少 しで も運営費に回す必要があるため と
考えられ る ｡ 一 方 , 日本の 場合は 国ある い は
大学が教官の 発明を全て 職務発明と して取り
上 げると莫大な申請費を要する恐れが ある の
で , 国家的プ ロ ジ ェ ク トや 固か ら特別研究費
を受けて 行 っ た結果の 発明を除い て , 特許出
願 を実質的に個人 に 委ねて い る の が実状で あ.
ろう と推察される ｡
6月24日 に発表され た科学技術基本計画の
概要 で は , 公 的研究機関に お ける競争原理 の
導入や民間との 共同研究の 促進 , 生 じた特許
権の 取り扱 い な どの 従来の 弊害の 改善が示さ
れ , 産学協 同を積極的に進め よう とする姿勢
が窺える ｡ こ れ らは歓迎 すべ き事ではあるが ,
詳細 な点が不明であり, 欧米先進 国との 比較
にお い て次の よう な改善すべ き点が残 っ て い
る の で はない かと考えられ る ｡
1. 共同研究や ′受託研究費用等の 金額お よ び
使途の 制限をで きる 限り緩和 し , 当事者間の
契約にまかせ るよう にする必要がある こと ｡
2. 産学研究交流を大学が組織的に行う た め
に , 工 業所有権の 取り扱 い に お い て は国と研
究費出資者と教官と いう捉え方で は なく , 工
業所有権 は基本的に大学 と研究費の 出資者の
( 出資額 に応 じた) 共同所有と い う形 に 改め
る べ きで はな い だろ うか ｡ 国か個人か で は な
く大学自体が こ の よう な工業所有権を申請 ･
保有できる権利と予算を持 つ こ とに より , 大
学の 経済的独立性が増加する可能性もあり,
大学と民間との 研究交流が組織的に運営され
る素地に なる と考えら れるか らで ある ｡
確か に特許法の 精神か ら言えば発明は個人
の 知的活動の 成果で あ っ て 法人自体がなし得
るもの で は な い ｡ しか し前述の ｢ 固から の特
別予算に よる発明｣ を職務発明とする規定を
援用すれ ば民間との 研究に よ る発明と い え ど
も職務発明とみ なす ことが可 能で あろう ｡ 一
方, 個人 - の 還元 はア メ リ カの ノ ー ス ウ エ ス
タ ン 大学の例 にも見られ るよう に , 別の 方法
で 行う こ とも十分可能で ある ｡
一 方 , 欧米 で は大学の 自主独立 が 一 層強く
求め られ , 学問的に優 れた研究を行う と いう
競争だけで なく , 経済的にも競争を強 い られ
る傾向がますます強くな っ て い る ｡ これ は理
論的ある い は基礎的な研究を行う研究者にと っ
て は極めて 不利 な状況で あ っ て , バ ラ ン ス の
とれた科学技術の 発展 を考えると , ゆゆ しき
問題で ある と言えよう ｡ この 点に つ い て は ,
基礎研究分野で の 国際的な貢献をめ ざすわが
国政府が基礎研究促進の 諸施策を講じ る べ き
欧米 に お ける 産学研究交流 の 実状 と わ が 国と の 比較
だ と考える ｡ 工学的分野にお い て は , 日本で
は ｢特性が優れ て い れば何か に使える だろう｣
と い っ た シ ー ズ発想的研究が多 い ように 見受
けられる ｡ ニ ー ズを考える の は民間の 仕事 だ
と言うわ けであろう か ｡ ニ ー ズを発掘する仕
事 こ そ創造性をも っ とも必要と する5)と い う
意見もある ｡ 欧米 における ｢ニ ー ズ に基 づ い
た工学的研究｣ の 姿勢を我々 も見習う必要が
あるの で は な い だ ろうか ｡
6 おわりに
昨年度か ら新設さ れた科学技術調査等 に係
る短期在外研究に よ っ て 3 カ月間の 欧米 で の
調査 ･ 研究を行う機会を得た ｡ 本来の 目的は
新素材の 応用研究に関する調査で あり , こ の
成果 に つ い て は自らの研究 に生か して い く つ
もりで ある ｡ こ の 調査を通じて 感じたこ とは,
20年前 には ア カ デ ミ ッ ク で 高度な研究を誇 っ
て い た欧州 です ら既に 述べ たよう に 産業界と
注 釈
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の 交流に研究の場を シ フ ト し, ア メ リ カ に追
従して い る と いう時代の 趨勢で ある ｡ た だ ,
こ こ で述べ たことは 一 教授から聞い た話であ っ
て , 事務担当者か らの 情報 で はな い の で数字
や工 業所有権等 に関する事項で多少不正確な
点があるかも しれ な い ｡ しか し , 研究する側
から見た各大学の 共同研究制度とその 背景は
で きる だけ正確 に調 べ た つ もりで ある し , 日
本との 比較にお い て の 長所 ･ 短所を明らか に
した つ もりで ある ｡ 研究交流制度に つ い て は
各方面で 議論が盛ん で あるが , 研究者の 立場
からも意見を述べ , 各方面か らの 批判を仰 ぐ
ことも必要かと感 じ, 発表した次第で ある ｡
なお最後になりましたが , 今回の在外研究
の 機会を与えて い た だ い た文部省並び に宮本
学長は じめ 関係各位 に感謝 い た します｡ また
わが 国およ び本学の 産学研究交流に つ い て の
資料提供に ご協力 い ただい た事業課の 方々 に
感謝 い た します ｡
* 1 終身在職権 (te n u r e)を有する教授の こ とで ある ｡ 直訳すると呼び 名が 長くなる の で , 永
久教授 と呼んで い る ｡
"
終身
" と い っ て も70才くら い で 引退する例が多い よう で ある ｡
1) 日刊工業新聞, 1996年6月25 日, p.8
2) 科学技術白書 (平成7年版), p.401, よ りO E C D統計を再引用
3) 日本経済新聞, 1996年6月24日 , p.25
4) 吉藤幸朔, 特許法解説 , 有斐閣 (1988)p.137
5) 西田 耕三 , テ ー マ 発掘と ニ ー ズ探索 , 総合経営管理協会 , 1988
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Re s e a r ch c o ope r atio n be w e e n u niv e r sitie s a nd indu strie sim
Eu r ope a nd U S A in c o mpa ris o n wit h that of Japa n
Ma s ater u N O SE
(Receiv ed July 4 ,1996)
A BSTRACT
I in ve stigated the a ctu al circ um stanc e s of re s e arch c o ope ration betw ee n univ e r sit.ie s
and industrie sin we ster n c o untrie s, m ainly in England, Ger m a ny and U S A, and c om-
pared their syste m swith that of o ur c o untry .
T he chara cteristics of their syste m s w e r efou nd asfollo w s :
1 . In thes ew e ster n c o untries, the gover n ments or university a utho ritieshave v e ry few re-
st.rictio n s on ho w the re s e arch expenditure s are spent;ho w eveI
､
, the contra cts betw e en re-
se archers and priv ate c o mpaniesdo pla cere stl
-ic tio n s on the u s age of fu nds .
2 . In pr l nClple, pate nts for in ve ntions a rising out of spons ored pro.1eCtS do n ot belong to
the g･over n ment or individu al re s e archer , but t o u niversity (and, in s om e c ases,. the c om-
pany w hich pr o vided fu nds .)
3 . In the s e cou ntries, e spe cially in the U S A, itis bec oming m ore difficult c om pared with
Japan to perfor m ba sic or the or etic al re se arch un rcla tcd to industrial ap plic ation in the
fieldof engll ne erin g, be c a u s e of fin ancial c onstra tints .
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